
応募部⾨
(○を付ける) PF会員間連携部⾨ 〇 ⼀般部⾨

取組のポイント（３つの視点）

6. 取組概要（100字以内） ※１次選考にて、投票ページに掲載します

まずは、PPP/PFIの機運醸成を⽬的に地公体職員の業務知識向上セミナーを開催。その後、
2021年1⽉に「地域プラットフォーム」を設⽴し、官⺠ともに制度理解を深め、同年10⽉に官
⺠対話を実施。

画像（会員投票の際のサムネイル）

1. 団体名 株式会社百⼗四銀⾏ 2. 連携先
の団体

事務局︓◎⾹川県 ◎⾼松市 株式会社⽇本政策投資銀⾏
参加対象︓⾹川県内の地⽅公共団体、⾹川県内外の⺠間事業者等

地⽅創⽣SDGs官⺠連携事例 応募様式（表⾯）整理番号︓B_1

モデル性・波及性

・特徴は、国の協定制度を活⽤し、地域⾦融機関が中⼼となり、
官⺠ともに幅広いネットワークを活⽤している点。当地区の現状
分析から普及拡⼤に向けた課題解決まで事前に事務局内で議
論し、中⻑期的なプログラムを組み⽴てている点は、新規性もあ
り他団体のモデルとなる取組み。
・現在では、⾹川県内の他の全地公体が参加している。

3. 取組
⽬的

・公共施設等の官⺠連携による地域活性化を⽬的とした有効活⽤
・地⽅公共団体の財政負担軽減
・⺠間事業者による新たなビジネス機会創出による産業振興

4. 関連する
ゴール

取組開始
時期 2020年11⽉ 取組の

カテゴリー 地域活性化

かがわPPP/PFI地域プラットフォームにおける官⺠連携の取組み

地⽅創⽣SDGsの視点

・公共施設等の有効活⽤等に伴う、新たな投資や雇⽤の創出な
ど、経済成⻑と雇⽤が期待できる。
・財政負担の軽減や⺠間事業者による新たな投資を活⽤した地
域活性化により、持続可能な都市を⽬指す取組み。
・官⺠がパートナーシップ協定を締結し、内閣府、国⼟交通省の
協定制度の認定も取得した取組み。

ステークホルダーとの連携

・⾹川県、⾼松市の地公体に加え、PPP/PFIのノウハウを多く保有
する⽇本政策投資銀⾏と当⾏が事務局を⾏うことにより、⾹川
県内の他の地公体や⺠間企業が参加しやすい体制を構築。

5. 取組経緯

・今後、地⽅公共団体（以下、地公体）は、⼈⼝減少による経済規模の縮⼩や新型コロナウ
イルス感染症拡⼤の影響等で財政状況が厳しくなり、公共施設等の再編による財政⽀出の
減少を加速させる必要がある。
・当⾏は、地域⾦融機関として地域の課題に対して早期に解決に向けて取り組むべく、⾹川県、
⾼松市、㈱⽇本政策投資銀⾏に相談し、何度も協議を重ねて地域プラットフォームを設⽴す
るに⾄った。



7.取組詳細（取組内容の詳細及び取組によって得られた成果、今後の⽅向性等）

地⽅創⽣SDGs官⺠連携事例 応募様式（裏⾯）

①PPP/PFIの継続的な機運醸成
・セミナー等の開催によりPPP/PFIに関する機運醸成が⾼まってき
ているが、地公体側の担当者変更等も想定されることより、今
後も定期的な啓発活動を継続予定。

②官⺠対話（サウンディング）の積極的な開催
・地公体が抱える個別案件について、官⺠双⽅が意⾒交換を⾏
うことはPPP/PFI案件の具体化に繋がる。
・地域⾦融機関は地公体と⺠間事業者に近い⽴場であり、今後
も官⺠双⽅に対し積極的に関与。

【かがわPPP/PFI地域プラットフォームHP】
https://www.114bank.co.jp/ppp-kagawa/

プラットフォーム・体制図

今後の⽅向性

これまでの取組み内容および成果

開催の様⼦ サウンディングの資料

【これまで開催したセミナー（勉強会）および官⺠対話の取組み内容】

【成果︓⾹川県内の地⽅公共団体におけるPPP/PFIの機運醸成】
・⾹川県内におけるPPP/PFIの機運醸成を⽬的にセミナー（勉強会）を複数回開催した結果、
第4回の地域プラットフォームにおける官⺠対話において、地公体から4件のサウンディング案件の
提案があり、⺠間事業者から約30件のサウンディングの申込あり。
・官⺠対話に関しては、第4回終了後も他の地公体からの問い合わせも増加中。


